
（書式２－１） 

簡易株式交換契約書 

 

株 式 交 換 契 約 書 

 

○○○○株式会社（以下「甲」という）と△△△△株式会社（以下「乙」とい

う）との間で、以下のとおり株式交換契約を締結する（以下「本契約」という）。 

 

（本契約の目的） 

第１条 甲乙は、甲を乙の完全親会社とし、乙を甲の完全子会社とするため、

本契約を締結する。 

 

（株式交換の効力発生日） 

第２条 株式交換の効力発生日は、平成○○年○○月○○日とする。ただし、

株式交換手続進行上の必要性その他の事由により、甲乙協議のうえ、こ

れを変更することができる。 

 

（新株の発行及び株式の割当等） 

第３条 甲は、株式交換に際し、新株式として普通株式○○○○○株を発行

し、株式交換の効力発生日の前日の最終の乙の株主名簿（実質株主名簿

を含む。以下同じ）に記載された株主（実質株主を含む。以下同じ）に

対し、各株主が所有する乙の普通株式○株につき甲の株式○株を割当交

付する。 

 

（資本及び準備金の額に関する事項） 

第４条１ 甲は、株式交換により資本の額を○○○○円増加する。 

   ２ 甲は、株式交換により準備金の額を○○○○円増加する。 
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（株主総会における承認等） 

第５条１ 乙は、平成○○年○○月○○日に株主総会を招集し、本契約書の

承認及び株式交換に必要な事項に関する決議を求める。ただし、株

式交換手続上の必要性その他の事由により、甲乙協議の上これを変

更することができる。 

   ２ 甲は、会社法第７９６条第３項の規定により、株式交換契約につ

いて、甲の株主総会の承認を得ないで株式交換を行う。 

 

（会社財産の管理等） 

 第６条 甲乙は、本契約締結後、株式交換の効力発生日まで、善良な管理者の

注意をもってその業務の執行及び財産の管理運営を行うものとし、その

財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、あらかじめ甲

乙協議のうえ、実行する。 

 

（株式交換条件の変更及び株式交換契約の解除） 

第７条 本契約締結の日から株式交換の効力発生日までの間、天災地変その

他の事由により甲又は乙の財産又は経営状態に重大な変動が生じた場合

は、甲乙協議のうえ、本契約の内容を変更し、又は本契約を解除するこ

とができる。 

 

（本契約の効力） 

第８条 本契約は、第５条に定める乙の株主総会の承認又は法令に定める関

係官庁等の承認が得られないときは、その効力を失うものとする。 

 

（規定外事項） 

第９条 本契約に定めるもののほか、株式交換に際し必要な事項は、法令及

び本契約の趣旨に従い、甲乙協議のうえ決定する。 
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以上のとおり契約したので、契約書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。 

 

平成○○年○○月○○日 

 

（甲）○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

○○○○株式会社 

代表取締役               

 

（乙）○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

△△△△株式会社 

代表取締役              
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解説 

 

（簡易株式交換） 

株式交換に際し、原則として双方の会社において株主総会の承認を得る必要がある

（会社法第７８３条第１項、第７９５条第１項）。しかし会社法第７９６条第３項所定

の要件（株式交換完全子会社の株主に付与する株式交換完全親会社の株式の総額が株式

交換完全親会社の純資産額の５分の１以下等）を満たせば、株式交換完全親会社におい

て、株主総会による株式交換契約承認決議が不要となる。ただし、株主からの異議が

あった場合は、株主総会での承認決議を要する（同条第４項）。 

 

（交換対価） 

  会社法の制定により、株式交換において株式交換完全子会社の株主に提供すべき対価

が柔軟化され、従来のように株式交換完全親会社の株式に限定されず、同社の社債、新

株予約権、金銭等に拡大されるに至った（対価柔軟化、会社法第７６８条第２項）。 

  但し、会社法施行の日（平成１８年５月１日）から１年を経過するまでは、この対価

柔軟化は認められない（会社法附則４）。 

 

（第２条） 

 株式交換契約においては、株式交換の効力発生日を定める（会社法第７６

８条第１項第６号）。この日に、当事会社は完全親子会社の関係となる。 

 

（第３条、第４条） 

 株式交換契約においては、株式交換完全親会社が株式交換完全子会社の株

主に対して交付する対価の内容やその割当に関する事項を定める（会社法第

７６８条第１項第２号、第３号）。 

  対価として株式交換完全親会社の株式を交付する場合は、当該株式の数また

はその算定方法、資本金及び準備金の額に関する事項を定める（会社法第７

６８条第１項第２号イ）。 
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（第６条） 

 効力発生日までの各当事会社の善管注意義務を記載することは法律上強制

されていないが、第６条のような条項を株式交換契約書に盛り込んでおくの

が一般的である。 
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